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愛知県の水田における土地利用変化等に伴う乾田化の進行 
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摘要：愛知県では、1959～1978年の地力保全基本調査を基に作成された「日本土壌インベ

ントリー」のデジタル農耕地土壌図が利用されているが、1980年代以降の土地利用の変化

や土地改良の影響は十分に反映されていない。本研究では、愛知県内の水田地帯で簡易土

壌断面調査を実施し、乾田化の状況を明らかにした。その結果、1978年時点でグライ低地

土群と分類されていた地点の45.4%が灰色低地土群または褐色低地土群に変化していた。

乾田化の要因には基盤整備や土地利用の変化があり、特に田畑輪換の割合が多い地域で乾

田化が進行していることが確認された。乾田化に伴い、表層土の全炭素含量及び全窒素含

量が低下しており、今後の土づくりの指導では、定期的な土壌診断と有機物施用が必要で

ある。 
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緒言 

 
愛知県では、1959～1978年に実施された地力保全基本

調査の成果を基に、農研機構が包括的土壌分類第１次試案

により作成した「日本土壌インベントリー」のデジタル農耕地

土壌図(以下、土壌図)1)が、施肥管理や農地利用の現状把

握のための重要な資料として利用されている。一方で、1980
年代以降の土地利用の変化や土地改良の影響は十分に反

映されておらず1,2)、農業従事者が農地の正確な現状を把握

する上での課題となっている3)。特に、水田地帯における基

盤整備や土地利用の変化に起因する土壌分類の変化が報

告されており4-9)、その中でもグライ低地土群に分類されるほ

場における乾田化が、土壌図と現状の土壌分類との乖離の

大きな要因であると考えられている9)。グライ低地土群は、土

壌表面から深さ50 cm以内に地下水グライ層、即ち地下水の

飽和により生成・維持され、還元された鉄により青灰色・緑灰

色を呈している層の出現を特徴とするが、乾田化にともなっ

て地下水グライ層が消失し、より酸化的な灰色低地土群や

褐色低地土群のような土壌群10)に変化するものと考えられ

る。 
本県でも、土壌図上でグライ低地土群の割合が高い地域

があるが、近年の土地利用の変化や基盤整備の影響を反映

して、乾田化が進行し、土壌分類が変化しているものと予想

されるが、未だに明らかになっていない。 
また、乾田化が進行すると、土壌の化学性の変化、特に

全炭素含量及び全窒素含量をはじめとする土壌肥沃度が低

下することが指摘されている11-16)。県内においても乾田化が

進行しているほ場では、土壌の化学性が変化している可能

性があり、今後土づくりの指導を進める上で現状を把握する

必要がある。本研究では基盤整備の有無や土地利用の異な

る水田地帯において、簡易土壌断面調査を実施し、愛知県

内での乾田化の状況を明らかにすることを目的とした。さらに

乾田化に伴う土壌化学性の変化についても調査を行ったの

で報告する。 
 

材料及び方法 

 
1 調査地点 

土壌図においてグライ低地土に分類されている県内5地

域の水田地帯を対象に、2020～2024年の5年間にわたり実

施した(表1)。調査地点数は、西尾市吉良町:82、豊田市幸

町から枡塚西町一帯:48、弥富市稲狐町、三稲及び鎌島周

辺:85、名古屋市港区南陽地区:58、西尾市中根町及び小間

町:64である。土地利用については耕作者に聞き取りをし、弥

富市稲狐町及び名古屋市港区南陽地区では水稲単作、そ

れ以外の地域では田畑輪換(2年3作)が主であった。調査

は、水稲収穫後の8、9月に実施した。 

 

2 土壌調査 

(1) 簡易土壌断面調査 

深さ 30 cm の試坑を作成し、さらに 30 cm 以深(最大約 80 
cm)については、検土杖(サンプリング部:Φ4 cm×50 cm、大起 
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理化工業株式会社、鴻巣)を用いた。調査は土壌調査ハンド

ブックに基づいて実施し、層位区分、土色、土性、斑紋結核

及び反応試験(二価鉄)について判定した 17)。その結果をもと

に包括的土壌分類第 1 次試案 10)により土壌分類を実施した。

また、化学分析に供試するため、作土層(平均 14 cm 深)の中

央部分を採取した。 
(2) 土壌の分析 
分析項目は、pH(H2O)、全炭素含量、全窒素含量、可給

態窒素量及び遊離酸化鉄である。採取した土壌は風乾、篩

別後、次の分析に供試した。pH は土壌溶液比 1：5(w/v)でガ

ラス電極法 18)にて pH メータ(HM-41X、東亜ディーケーケー

株式会社、東京)を用いて測定した。全炭素含量及び全窒

素含量は乾式燃焼法 18)にて炭素窒素分析装置(スミグラフ

NC22-F、株式会社住化分析センター、大阪)を用いて測定し

た。遊離酸化鉄は浅見・熊田法 19)にて抽出し、原子吸光光

度計(ZA3300、株式会社日立ハイテク、東京)を用いて測定

した。可給態窒素は保温静置法で測定した 18)。すなわち、5 
mm 篩別した湿潤土 20 g をガラス製培養瓶(直径 25 mm、高

さ 90 mm)に詰め、蒸留水 18 mL を添加し、土塊が無くなる

まで薬さじで撹拌した後、抜気し密栓し、30℃で 4 週間静置

培養後、10%塩化カリウム溶液にて抽出したアンモニア態窒

素を、インドフェノール青吸光光度法 20)で連続流れ分析装

置(AA3 型、ビーエルテック株式会社、大阪)を用いて測定し

た。 
  

3 統計解析 

統計処理は Python 3.13(Python Software Foundation)を用

いて実施した。データの正規性を評価するため、scipy.stats 
v1.15.2 (BSD 3-Clause License) ライブラリを用いてシャピロ・

ウィルク検定を実施した結果、正規性が成立しなかった

(p<0.05)。そのため、マン・ホイットニーの U 検定を適用し、中

央値に基づく群間の比較を実施し、有意水準をα= 0.05 に

設定し、統計的な有意性を検証した。 

 

 

 

結果及び考察 

 

簡易土壌調査の結果、1978年時点でグライ低地土群と分

類されていた337地点のうち、161地点がグライ低地土群以外

の土壌群に分類され、その45.4%にあたる153地点がグライ

層の消失した灰色低地土群、褐色低地土群に分類された

(表2)。この結果から調査地域において乾田化が進んでいる

ことが明らかとなった。このような水田地帯での乾田化の進行

は過去の報告とも一致している。例えば、千葉県では土壌環

境基礎調査(1979年度～1998年度)の定点調査の結果、水

田の55%が乾田化方向に変化したことが報告され5)、滋賀県

では本報告と同様の調査を実施した結果、調査地点の

75.6%がグライ低地土群から変化しており、その変化の大半

が灰色低地土群で乾田化が進行していたことを報告してい

る7)。 
乾田化の要因には、①基盤整備による地下水位の低下、

②田畑輪換などの土地利用の変化があげられる8)。基盤整

備については、今回調査地域において、1978年以降農業用

水整備はじめ基盤整備が実施されており21)、事業により用排

水路が整備され、ほ場の排水性が向上したものと考えられ

た。一方、土地利用の変化についてみると、調査地域のうち

田畑輪換の割合が多い西尾市、豊田市でグライ低地土の割

合が0～55％と低く、水田単作の割合が多い名古屋市、弥富

市では61～82％と高かった。これは、廣瀬ら7) 及び伊勢ら9)

の報告と同様の結果となった。以上のことから、本県の乾田

化の要因も土地利用形態の影響が大きいものと判断した。 
さらに、グライ低地土群のままだった地点とそれ以外の土

壌群と判断された地点の作土層の化学性を比較した(図1)。
pHは乾田化していた地点では、中央値で6.0から6.2まで有

意に上昇した。千葉県の事例では、乾田化にともなって20年

間でpHは平均値で6.4から6.1に低下したことが報告されてお

り5)、福井県では1997～2000年の調査結果と1974年以前を

比較するとpH6以上を示すほ場の割合が60%から10％に減

少していることを報告している6)。千葉県と福井県の事例で

表 1 調査地域の概要 

地名 

土地利用形態別の 

調査地点数 調査年 

水稲単作 田畑輪換 

西尾市吉良町 0 82 
2020 年 9 月 28 日～ 

11 月 6 日 

豊田市幸町/ 

枡塚西町 
0 48 

2021 年 9 月 1 日～ 

10 月 19 日 

弥富市稲狐町

/三稲/鎌島 
24 61 

2022 年 8 月 16 日～ 

10 月 3 日 

名古屋市港区

南陽地区 
58 0 

2023 年 8 月 31 日～ 

9 月 15 日 

西尾市中根町

/小間町 
0 64 

2024 年 9 月 3 日～ 

9 月 27 日 

計 82 255   

表 2 各調査地点の土壌分類結果 

地名 グライ低地土群 
灰色低地土群/ 

褐色低地土群 

低地水田土群/ 

未熟低地土群 

西尾市吉良町 41 (50.0%) 38 (46.3%) 3 (3.7%) 

豊田市幸町/ 

枡塚西町 
0 (0%) 46 (95.8%) 2 (4.2%) 

弥富市稲狐町

/三稲/鎌島 
52 (61.2%) 32 (37.7%) 1 (1.1%) 

名古屋市港区 

南陽地区 
48 (82.8%) 10 (17.2%) 0 (0%) 

西尾市中根町

/小間町 
35 (54.7%) 27 (42.2%) 2 (3.1%) 

計 176 (52.2%) 153 (45.4%) 8 (2.4%) 

()内は各調査地点数に対する割合を表す。 
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は、土壌への資材投入の減少により低下したと考察されてい

る6)が、愛知県では生産現場においてpHを適正化するため

に石灰の施用が行われている22)ために上昇したと考えられ、

今回の結果は、これを反映しているものと考えられた。 
全窒素含量および全炭素含量は乾田化した地点で有意

に低かった。廣瀬ら7)および西田ら12)の報告では、畑地の方

が有機物の消耗が大きいことから乾田化によって全炭素お

よび全窒素含量の低下が確認されており、本研究の結果も

一致した。今後、2年3作体系が継続されると、さらに全炭素、

全窒素の減少が顕著になると考えられる。 
可給態窒素量については、本報告では有意な変化は認

められなかった。住田ら11)は東北農研内の18 年間の長期転

換畑では、稲わら堆肥の施用の有無にかかわらず、可給態

窒素は連年水田の約半分程度にまで減耗することを明らか

にし、西田ら12)は秋田県内の生産者ほ場において、異なる

管理下の輪作ほ場でも窒素肥沃度が低下していたこと、窒

素肥沃度の低下は畑作の頻度と相関があることを示した。田

畑輪換の長期化に伴う窒素肥沃度の低下は、富山県13,14)、

茨城県14)、福岡県14)、新潟県15)でも示された。Ichinose et al. 
16)は、全国的に水田において畑作利用頻度が50%を超える

と可給態窒素が低下すること、乾田化の進行が水田土壌の

可給態窒素を低下させる可能性に言及している。これらの先

行研究では、可給態窒素量の顕著な減少が報告されている

一方で、本報告では有意な変化は認められなかった。この

相違の要因としては、可給態窒素の評価方法の違いが考え

られる。すなわち、既報では風乾土を用いた測定が行われ

ているのに対し、本報告では本県の施肥診断で用いられて

いる湿潤土を用いた方法で測定を行った。西田ら12)による

と、風乾土での測定では田畑輪換による可給態窒素量の低

下が認められたものの、湿潤土では顕著な低下が認められ

ないことが報告されている。風乾土を用いた分析では湿潤土

に比べ乾土効果により分析値が高く評価される可能性があ

ることがその理由と考えられる。本報告では、風乾土での測

定は行っていないため直接比較はできないが、全炭素およ

び全窒素含量が有意に低下していることを踏まえると、湿潤

土を用いた可給態窒素も将来的に減少する可能性が高いと

考えられる。したがって、今後も継続的な調査が必要であ

る。 
遊離酸化鉄についてみると、グライ低地土群のままであっ

た地点とそれ以外の土壌群と判断された地点とでは有意な

差は認められなかった。南ら23)は、水田転換畑では畑転換

後3年間で活性2価鉄が減少し、遊離酸化鉄含量が若干増

加する傾向があると報告している。本研究では、2年3作体系

で麦、大豆の栽培後に復田するため、遊離酸化鉄含量に及

ぼす影響はほとんどなかったと推察された。 
以上の結果から、1978年時点でグライ低地土と分類され

ていた水田地帯では、基盤整備の実施や土地利用形態の

変化を反映して、グライ層が消失し、灰色低地土、褐色低地

土、低地水田土及び未熟低地土に分類されるほ場が増加

し、乾田化が進行していることが明らかとなった。特に、2年3

 

  
図1 グライ低地土群と乾田化していた地点(乾田化)における作土層の化学性(pH、全炭素含量、全窒素含量、 

可給態窒素量、遊離酸化鉄)の比較 

×；平均値, **；P<0.01(マン・ホイットニーのU検定) 
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作体系を導入している水田地帯でその傾向は顕著であっ

た。本調査で対象とした地域だけでは土壌図上のグライ低

地土群を網羅できていないため、今後、適切な土壌改良や

肥培管理が実施できるように、さらに調査を実施し、より正確

な土壌図に更新する必要がある。また、乾田化により作土層

の化学性が変化していることから、水稲、麦、大豆の高品質

安定生産のためには定期的な土壌診断を実施し、有機物の

適切な施用が必要であると考える。 
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